








はじめに 

わが国においては、主として医師、看護婦などの要員の面から、大規模な新生児センター

はほとんど例外的な存在であり、小規模施設の点在している地域が多い。しかもこれら小

規模な新生児センター間では空床等に関する情報の交換はほとんど無い地域が多い。 

一方・全分娩のき以上が産科単科の有床診療所で行われているという極めて特殊な医療体

制下にある我国においては、未熟児が出生した場合や、一刻も早く新生児センターに移送

することが、現段階においては最善の方法である。 

一般に小規模新生児収容施設が数多く点在する大都市圏においては、空床があるにもかか

わらずその情報が得られないために、産科診療所や助産所で出生した未熟児や新生病児が

移送に際してタライ廻しの悲劇を経験することも少くない。 

したがって、数少い新生児病床を有効に利用し、出来るだけ早期に移送を完了するために

は、特に大都市圏においては新生児医療情報システムの確立が急務である。 

愛知県では県下 29 施設の協力を得て、コンピューターを利用した新生児救急医療情報シス

テムが昭和 55 年 10月に発足し、運用が県医師会に委託きれ順調に動きつつある。我々は

このシステムに先立って、昭和 53 年 1月より名古屋市内を中心に自主的な情報システムを

試行し、今日の県全域に亘るシステムのパイロット、スタディ的な役割を演じてきた。そ

こで本研究においては、新しいシステムの効用と円滑なる運用に関する検討の比較データ

の一部に資する目的で、自主情報システムにおける情報案内に要した時間の調査を行った。 


